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問合せ先責任者　経理部長　　　　高林　建一 TEL (03) 5424 - 6600

決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 12日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成 17年 6月 30日 定時株主総会開催日　　平成 17年 6月 29日

単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000 株）

１. 17年 3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 17年 3月期 90,917 2.3 4,925 7.9 6,394 17.2 

 16年 3月期 88,849 5.4 4,565 11.1 5,457 14.1 

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総　資　本
経常利益率

売　上　高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

 17年 3月期 4,592 21.7 22.75 21.51 6.8 4.1 7.0 

 16年 3月期 3,772 135.3 18.55 17.58 6.2 3.5 6.1 

(注)①期中平均株式数　　　　　 17年 3月期　200,582,889 株　　 16年 3月期　201,708,966 株

　　②会計処理の方法の変更　　 無

　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

 17年 3月期 8.00 3.00 5.00 1,605 35.2 2.3 

 16年 3月期 6.00 3.00 3.00 1,203 32.3 1.9 

(3)財政状態

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

 17年 3月期 150,581 69,442 46.1 346.02

 16年 3月期 163,263 64,730 39.6 322.81

(注)①期末発行済株式数　 17年 3月期 200,599,228 株　 16年 3月期 200,431,159 株

　　②期末自己株式数　　 17年 3月期   1,879,423 株　 16年 3月期   2,047,492 株

２. 18年 3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日 ）
　 １株当たり年間配当金

中　間 期　末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 45,000 3,200 2,500 3.00 　　 ― 　　 ―

通　期 93,000 6,400 4,600 　　 ― 5.00 8.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　22円 93銭

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は

　　今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の８ページをご参照ください。

売上高 経常利益 当期純利益

配当性向



１．個別財務諸表等

（１）貸借対照表（借方）
( 単位：百万円 )

期　別　 前　期 当　期 増　減

(平成16年3月31日) (平成17年3月31日) ( △ 印 は 減 )

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

流　動　資　産   ％   ％  

現 金 及 び 預 金  ６,５９４  ４,１００   △ ２,４９４ 

受 取 手 形  ６９０  ６４０   △ ４９ 

売 掛 金  ２１,７０９  ２２,０９０  ３８１ 

製 品  ６,１４７  ６,６３７  ４９０ 

半 製 品 ・ 副 産 物  １,６０４  １,５３７   △ ６７ 

原 材 料  ２,９７４  ３,２７５  ３００ 

仕 掛 品  １,８２２  ２,１６７  ３４４ 

貯 蔵 品  １９９  １３５   △ ６３ 

前 払 費 用  １１３  １０７   △ ６ 

繰 延 税 金 資 産  １,７８７  １,１５８   △ ６２９ 

短 期 貸 付 金  １１,８７２  １０,３３０   △ １,５４２ 

未 収 入 金  ３,１１５  ３,０７７   △ ３８ 

そ の 他 の 流 動 資 産  １,０１７  ４４９   △ ５６８ 

貸 倒 引 当 金   △ １７   △ １７   △ ０ 

流 動 資 産 合 計  ５９,６３１ 36.5  ５５,６８９ 37.0   △ ３,９４２ 

固　定　資　産      

有 形 固 定 資 産      

建 物  ９,５３９  １１,６６９  ２,１２９ 

構 築 物  ２,９３６  ３,３２６  ３９０ 

機 械 装 置  ７,４７９  １１,６３９  ４,１６０ 

車 輌 運 搬 具  ６８  ６６   △ ２ 

工 具 器 具 備 品  １,２８１  １,１２７   △ １５３ 

土 地  １１,１９３  １１,１９０   △ ３ 

建 設 仮 勘 定  ８,４４０  １,４８９   △ ６,９５０ 

有 形 固 定 資 産 合 計  ４０,９３９ 25.1  ４０,５０９ 26.9   △ ４２９ 

無 形 固 定 資 産      

借 地 権  ９１  ９１  ― 

ソ フ ト ウ ェ ア  ４６０  １,１６３  ７０３ 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  ３９  ３６   △ ２ 

無 形 固 定 資 産 合 計  ５９０ 0.4  １,２９１ 0.9  ７００ 

投資その他の資産      

投 資 有 価 証 券  ５４,１４７  ４５,６０６   △ ８,５４０ 

長 期 貸 付 金  ４,４６０  ２,１２１   △ ２,３３８ 

長 期 前 払 費 用  ２４９  ５１６  ２６６ 

前 払 年 金 費 用  ２,９２３  ３,６１７  ６９４ 

そ の 他 の 投 資  １,０１５  １,３２７  ３１２ 

貸 倒 引 当 金   △ ６９４   △ ９８  ５９５ 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  ６２,１０１ 38.0  ５３,０９１ 35.2   △ ９,０１０ 

固 定 資 産 合 計  １０３,６３１ 63.5  ９４,８９１ 63.0   △ ８,７３９ 

資　産　合　計  １６３,２６３ 100.0  １５０,５８１ 100.0   △１２,６８１ 
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貸借対照表（貸方）
( 単位：百万円 )

期　別　 前　期 当　期 増　　減
(平成16年3月31日) (平成17年3月31日) ( △ 印 は 減 )

　科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

流　動　負　債   ％   ％  

支 払 手 形  ２,９５３  ２,８１７   △ １３５ 

買 掛 金  １４,５３４  １５,０１５  ４８１ 

短 期 借 入 金  ２１,６６２  ６,００３   △１５,６５９ 

社 債 ( １ 年 内 償 還 予 定 )  ９,０００  ―   △ ９,０００ 

転 換 社 債
( １ 年 内 償 還 予 定 )

 ―  ７,９９９  ７,９９９ 

未 払 金  ２,９１６  ２,８１４   △ １０１ 

未 払 費 用  ４,７７７  ３,０９２   △ １,６８４ 

未 払 法 人 税 等  １,４８７  １,１９９   △ ２８７ 

未 払 消 費 税 等  １０  １１３  １０２ 

預 り 金  ６,３６９  ５,２５８   △ １,１１１ 

設 備 関 係 支 払 手 形  ２,９９３  １,３８３   △ １,６１０ 

賞 与 引 当 金  １,６９４  １,６９３   △ ０ 

そ の 他 の 流 動 負 債  ２７  ７   △ １９ 

流 動 負 債 合 計  ６８,４２４ 41.9  ４７,３９７ 31.5   △２１,０２７ 

固　定　負　債      

転 換 社 債  ７,９９９  ―   △ ７,９９９ 

長 期 借 入 金  １２,６２５  ２３,１１６  １０,４９０ 

繰 延 税 金 負 債  ８,９６１  ９,９７７  １,０１６ 

役 員 退 職 引 当 金  ４８５  ４７８   △ ６ 

そ の 他 の 固 定 負 債  ３６  １６９  １３２ 

固 定 負 債 合 計  ３０,１０７ 18.5  ３３,７４２ 22.4  ３,６３４ 

負　債　合　計  ９８,５３２ 60.4  ８１,１３９ 53.9   △１７,３９２ 

資　　本　　金  １５,９９４ 9.8  １５,９９４ 10.6  ― 

資 本 剰 余 金  １３,３８１ 8.2  １３,３７６ 8.9   △ ４ 

資　 本　 準　 備　 金  １３,３７２  １３,３７２  ― 

そ の 他 資 本 剰 余 金  ９  ４   △ ４ 

自 己 株 式 処 分 差 益  ９  ４   △ ４ 

利 益 剰 余 金  ２６,７４２ 16.4  ３０,１０１ 20.0  ３,３５９ 

利　 益　 準　 備　 金  ３,１５６ 1.9  ３,１５６ 2.1  ― 

任　 意　 積　 立　 金  １９,７４１ 12.1  ２１,１６２ 14.1  １,４２１ 

特 別 償 却 準 備 金  ６  ５８  ５２ 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  ４,２３５  ４,０８９   △ １４５ 

固定資産圧縮特別勘定積立金  ―  １,０１４  １,０１４ 

別 途 積 立 金  １５,５００  １６,０００  ５００ 

当 期 未 処 分 利 益  ３,８４４ 2.4  ５,７８２ 3.8  １,９３７ 

その他有価証券評価差額金  ９,３７８ 5.7  １０,６９４ 7.1  １,３１５ 

自　己　株　式   △ ７６７ △0.5   △ ７２５ △0.5  ４１ 

資　本　合　計  ６４,７３０ 39.6  ６９,４４２ 46.1  ４,７１１ 

負債及び資本合計  １６３,２６３ 100.0  １５０,５８１ 100.0   △１２,６８１ 
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（２）損益計算書
( 単位：百万円 )

期　別　 前　　期 当　　期

自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日 増　減

　科　目 至 平成16年３月31日 至 平成17年３月31日 (△印は減)

％ ％

経 常 損 益 の 部

Ⅰ 営 業 損 益 の 部

８８,８４９ 100.0 ９０,９１７ 100.0 ２,０６８

６７,４７０ 76.0 ６９,１６３ 76.1 １,６９３

１６,８１３ 18.9 １６,８２８ 18.5 １４

４,５６５ 5.1 ４,９２５ 5.4 ３６０

Ⅱ 営 業 外 損 益 の 部

２,４２５ 2.7 ２,４８２ 2.7 ５７

受 取 利 息 及 び 配 当 金 １,６６４ １,８６１ １９６

不 動 産 収 入 ４８７ ３１１ 　△ １７５

雑 収 入 ２７３ ３１０ ３６

１,５３３ 1.7 １,０１３ 1.1 　△ ５１９

支 払 利 息 ６５０ ５８２ 　△ ６８

雑 損 失 ８８３ ４３１ 　△ ４５１

５,４５７ 6.1 ６,３９４ 7.0 ９３７

特 別 損 益 の 部

Ⅰ ２,５７６ 2.9 １,８８０ 2.1 　△ ６９６

Ⅱ ２,０６２ 2.3 １,００９ 1.1 　△ １,０５２

５,９７１ 6.7 ７,２６５ 8.0 １,２９４

１,８４６ 2.1 １,９４１ 2.1 ９５

３５３ 0.4 ７３２ 0.8 ３７８

３,７７２ 4.2 ４,５９２ 5.1 ８２０

１,７３５ １,７９１ ５６

６０２ ６０２ ０

１,０６０ ― 　△ １,０６０

３,８４４ ５,７８２ １,９３７

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

自 己 株 式 消 却 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

－ 3 －



（３）利益処分案
( 単位：百万円 )

期　別　 前　　期 当　　期

自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日

　科　目 至 平成16年３月31日 至 平成17年３月31日

３,８４４　　 ５,７８２　　

１　　 １４　　

３５７　　 ３９９　　

―　　 １,０１４　　

４,２０３　　 ７,２１１　　

　 これを次のとおり処分します。

６０１　　 １,００２　　

　（１株につき３円） 　（１株につき５円）

３０　　 ３０　　

５３　　 １７　　

２１１　　 １,２３３　　

１,０１４　　 ―　　

５００　　 ２,８００　　

１,７９１　　 ２,１２７　　

（４）部門別売上高明細表
( 単位：百万円 )　

期　別　
前　　　期 当　　　期

自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日 増減 増減率
至 平成16年３月31日 至 平成17年３月31日 (△印は減) (△印は減)

　部　門 金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比

％ ％ ％

油 化 事 業 部  　37,016   　 41.7   　37,908   　 41.7   　   892   　  2.4  

化 成 事 業 部  　23,216   　 26.1   　23,618   　 26.0   　   401   　  1.7  

化 薬 事 業 本 部  　11,776   　 13.3   　11,256   　 12.4   △   520   △  4.4  

食 品 事 業 部  　13,065   　 14.7   　13,625   　 15.0   　   559   　  4.3  

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ事業部  　 2,241   　  2.5   　 2,410   　  2.6   　   168   　  7.5  

DDS 事 業 開 発 部  　 1,342   　  1.5   　 1,860   　  2.0   　   517   　 38.6  

電材事業開発部  　   189   　  0.2   　   237   　  0.3   　    48   　 25.8  

合 計  　88,849   　100.0   　90,917   　100.0   　 2,068   　  2.3  
( う ち 輸 出 高 ) (　 9,569 ) (　 10.8 ) (　10,606 ) (　 11.7 ) (　 1,037 ) (　 10.8 )

次 期 繰 越 利 益

取 締 役 賞 与 金

特 別 償 却 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金

計

利 益 配 当 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額
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（注　記）

１．重要な会計方針

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

　その他有価証券

　　時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価額等に基づく時価法であります。（評価差額は全部

　　　　　　　　　　　　　　　　資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

　　　　　　　　　　　　　　　　ります。）

　　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(２) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　移動平均法による原価法

(３) 固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産　  建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法

　②無形固定資産　  定額法

　　　　　　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用）は社内利用可能期間（５年）による定額法

(４) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理して

　おります。

(５) 引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金　  貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

　　　　　　　　　　念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

　　　　　　　　　　上しております。

②賞 与 引 当 金　　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

③退職給付引当金　  従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込

　　　　　　　　　　額に基づく期末発生見込額を計上しております。

　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、一定年数（10年）による定額法により翌期から費

　　　　　　　　　　用処理することとしております。

④役員退職引当金　  役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

　　　　　　　　　　おります。

　　　　　　　　　  なお、当社の役員（取締役及び監査役）の退職慰労金制度の廃止（平成16年６月

　　　　　　　　　  29日）以前の在任期間に対応する退職慰労金については、期末の役員退職引当金

　　　　　　　　　  に含めて計上しております。

 ※④の引当金は 商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。

(６) リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(７) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について

　は、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を

　満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段

　　為替予約取引及び金利スワップ取引

　ヘッジ対象

　　為替予約　　　　外貨建営業取引

　　金利スワップ　　借入金の金利
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(８) 消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。
(前　　　期)　 (当　　　期)　

２．有形固定資産の減価償却累計額 ７１,１０４百万円 ７３,９４０百万円

３．保証債務 ２,０１３百万円 １,８３４百万円

４．株式の状況

授権株式総数 783,828,000株 783,828,000株

発行済株式総数 202,478,651株 202,478,651株

(注)株式消却が行なわれた場合には、それに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。

５．特別利益、特別損失の主な内訳 (前　　　期)　 (当　　　期)　
特別利益

固 定 資 産 売 却 益 ２,５０２百万円 ４６４百万円

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １４百万円 １,２２５百万円

関 係 会 社 株 式 売 却 益 ―百万円 １９０百万円

そ の 他 ６０百万円 ―百万円
特別損失

塗 料 事 業 精 算 損 ―百万円 ８３７百万円

関 係 会 社 株 式 売 却 損 ７９８百万円 ―百万円

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ５９２百万円 ―百万円

関 係 会 社 支 援 損 ２２９百万円 ―百万円

そ の 他 ４４２百万円 １７２百万円

６．リース取引関係

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行なうため、記載を省略しております。

７．有価証券関係

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
(前　　　期)　 (当　　　期)　

　子会社株式　貸借対照表計上額 ４００百万円 ４００百万円

　　　　　　　時　　　　　　価 ３,２３２百万円 ４,２５８百万円

　　　　　　　差　　　　　　額 ２,８３２百万円 ３,８５８百万円

８．税効果会計関係
繰延税金資産 (当　　　期)　

退 職 給 付 引 当 金 １,２５６百万円

賞 与 引 当 金 ６９４百万円

未 払 費 用 ５４百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３１６百万円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 １６６百万円

役 員 退 職 引 当 金 １９６百万円

そ の 他 ６６０百万円

繰延税金資産 小計 ３,３４５百万円

評 価 性 引 当 額　　△ ４３１百万円

繰延税金資産の合計 ２,９１３百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金　　△ ７,４３１百万円

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金　　△ ３,４２１百万円

退 職 給 付 信 託 設 定 益　　△ ８３８百万円

そ の 他　　△ ４２百万円

繰延税金負債の合計 　　△ １１,７３３百万円

繰延税金負債の純額 　　△ ８,８１９百万円
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９．１株当たり情報 (単位：円)
前　　期 当　　期

(自 平成15年４月１日 (自 平成16年４月１日 
 至 平成16年３月31日)  至 平成17年３月31日)

　１株当たり純資産額 322.81　 　１株当たり純資産額 346.02　

　１株当たり当期純利益金額 18.55　 　１株当たり当期純利益金額 22.75　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

17.58　 21.51　

算定上の基礎

前　　期 当　　期
自 平成15年４月１日 自 平成16年４月１日
至 平成16年３月31日 至 平成17年３月31日

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益

　当期純利益 3,772百万円　 　当期純利益 4,592百万円　

　普通株主に帰属しない金額 30百万円　 　普通株主に帰属しない金額 30百万円　

　普通株式に係る当期純利益 3,742百万円　 　普通株式に係る当期純利益 4,562百万円　

　期中平均株式数 201,708千株　 　期中平均株式数 200,582千株　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額 54百万円　 　当期純利益調整額 54百万円　

　 (うち支払利息(税額相当控除後) 51百万円) 　 (うち支払利息(税額相当控除後) 51百万円) 

　普通株式増加数 14,294千株　 　普通株式増加数 14,002千株　

　 (うち転換社債 13,767千株) 　 (うち転換社債 13,767千株) 

　 (うち新株予約権 527千株) 　 (うち新株予約権 234千株) 

　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１ 　希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

　株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在 　株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

　株式の概要 　株式の概要

　　平成15年６月27日定時株主総会決議ストック 　　平成15年６月27日定時株主総会決議ストック

　　オプション(自己株式譲渡方式) 　　オプション(自己株式譲渡方式)

　　　　　　　　　普通株式 525千株　 　　　　　　　　　普通株式 525千株　
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